第５１回　前橋市水道事業等運営審議会　議事録

日時　令和７年１０月１０日（金）午前１０時から午前１２時まで
会場　前橋市水道局３階会議室

１　開会
　　山本経営企画課長
[bookmark: _GoBack]　　委員が９人のうち、９人出席しており、前橋市水道事業等運営審議会条例に定める会議の開催要件である過半数の委員の出席を満たしているため、今回の会議の成立が確認された。

２　議事
　　水道事業等運営審議会条例に基づき、田中会長を議長として議事を進行した。
　　議事録署名人は田中会長及び岩上委員とすることが確認された。次の議事について、事務局が順次説明を行い、質疑応答を実施した。
(1) 前橋市水道・下水道・農業集落排水事業　令和６年度決算の概況について
  (2) 令和８～１１年度　水道・下水道・農業集落排水事業財政計画について
　(3) 経営戦略について

【質疑応答】
１　前橋市水道・下水道・農業集落排水事業　令和６年度決算の概況について
（齋藤委員）
　　Ｐ．６において、前橋市は地下水の割合が４３．９％とあるため、渇水は起こりにくいと理解して良いか。
（浄水課長）
　　　本市においては、地下水の割合が約４４％で、残りは県央水を受水している。利根川水系のダムの貯水率が２０％程度であれば、本市は問題なく給水できる。
（田中会長）
　　今年度、東毛地域では取水制限が発令されたとの報道も出ているが、前橋市では発令されていないと認識している。
（膽熊管理者）
　　県央水と地下水をバランスよく使っているため、本市では、他市町村と比較し渇水対策については、柔軟に対応できると考えている。一方で、本市水道事業の特徴として、他市町村と比較し、地形の面から施設数が多く、維持管理の面でデメリットもある。
（髙山委員）
　　Ｐ．８で流域下水道への汚水処理負担金が対前年度比で２６％増加とあるが、この理由を教えて欲しい。また、Ｐ．１８で農業集落排水の繰越財源を１．２億円確保とあるが、法律的な根拠があるか教えて欲しい。
（事務局）
汚水処理負担金の増加については、県とも調整し、当初の単価より引き下げてはいるものの、エネルギー価格等の高騰を受けたためである。
また、農業集落排水の繰越財源については、法律的な根拠ではなく、災害時に３か月間の維持管理費用として、水道事業の財政計画最終年度に８億円計上しており、これを農業集落排水事業に置き換えた数字である。
（岩上委員）
Ｐ．１において、令和７年度の有収水量が減少しているにも関わらず、水道料金収入が増加している理由を教えて欲しい。
（事務局）
水道料金の２段階目の引き上げを令和７年度に実施したためである。
（田中会長）
前橋市の有収率はどの程度か。
（茂木局長）
有収率は、下げ止まりつつあるが、８０％を切っている。これは、管路の老朽化による目に見えない地下の漏水の増加が主な原因であると考えている。
（田中会長）
有収率の目標は９０％程度か。
（茂木局長）
その通りである。合併地区においては、有収率が低い傾向にある。ＡＩを活用した漏水調査等により、効率的な管路更新を進めていきたいと考えている。
（膽熊管理者）
衛星やＡＩを活用した効率的な調査により、予防的対策に努めていきたい。
（齋藤委員）
Ｐ.１０に汚水処理人口普及率が９５％を超え、下水道未普及地区の整備がおおむね終了した旨記載があるが、残りの約５％は整備する予定はないのか。
（下水道整備課長）
まず「下水道処理人口普及率」とは、純粋に公共下水道を使用している率、対して、ご指摘の「汚水処理人口普及率」については、公共下水道のみではなく、農業集落排水、合併処理浄化槽等も含む概念である。国から令和８年度までに汚水処理人口普及率について９５％を目指すよう通知があり、本市はその基準を満たしているという考え方である。今後は、合併処理浄化槽の普及にも努めながら汚水処理人口普及率の向上を目指していきたいと考えている。
（膽熊管理者）
未普及の約５％は、主に昔ながらの単独浄化槽の家屋であるが、補助金等により合併処理浄化槽へ転換を進めていきたい。
（稲田副会長）
日銀がゼロ金利政策を解除したが、企業債の借入金利へ影響は出ているか。また、今後水道料金や下水道使用料への影響はあるか。
（事務局）
ゼロ金利政策時には、利率が０．１％程度であったが、直近の財政融資資金（３０年うち据置５年の場合）は２．６％まで上昇している。
（膽熊管理者）
財政計画については、将来の金利を見越して計画を立てているが、金利が上昇すると財政負担は増え、水道料金や下水道使用料の見直しにも影響が出る可能性はある。

２　令和８～１１年度　水道・下水道・農業集落排水事業財政計画について
（齋藤委員）
水道事業及び下水道事業の財政計画における将来的な課題について、料金改定が全面に押し出されている。一方、農業集落排水事業では、費用の削減や財源確保が明記されている。水道事業及び下水道事業においても、料金改定と費用削減の両面を記載した方がいいのではないか。また、前橋市の水道事業は施設数が多いと認識しているが、これは換言すれば維持管理コストが大きいということなので、施設の統廃合等も積極的に検討する必要があるのではないか。
（田中会長）
水道事業の財政計画には、「ダウンサイジングなどの手法も取り入れ」との記載もあり、費用削減についても意識された計画であると感じる。しかしながら、水道料金や下水道使用料の改定については、改定率が大きいと市民への影響も大きいため、市民の理解を得ることができるよう、費用削減の取組等についても、伝わりやすいよう工夫していただきたい。
（事務局）
市民に対しては、費用削減等の取組についてもしっかりと説明していく。
（髙山委員）
経済状況が変化した場合、財政計画を計画期間内に見直す可能性もあるのか。
（事務局）
計画期間内の計画そのものの見直しは難しいが、施設の更新等の各事業単位では、状況の変化に応じて優先順位をつけたうえで優先順位の高いものから実施するというようなことは常々行っている。
（齋藤委員）
資料２－２において、管路更新率が０．８％であれば全体の更新に約１３０年かかる旨記載があるが、市民に対して分かりやすい表現に工夫した方がいいのではないか。
（茂木局長）
国が、管路更新率０．４％であれば、全体の更新に２５０年かかると示した表現を参考にしている。管路更新率が高ければ、有収率が高くなるというデータもあり、水道事業の業界では重要な指標であるが、市民向けの資料の作り方については、分かりやすい方法がないか研究していきたい。
（齋藤委員）
資料２－２で重要給水施設一覧が記載されているが、有事の際、実際に避難場所となる小中学校は、この重要給水施設に位置付けないのか。
（茂木局長）
ご指摘の通り、二次避難所である小中学校まで耐震化することが最終目標である。その上で、重要給水施設一覧については、防災危機管理課とも協議し、駐車場が広く、被災時に地域の拠点となる市民サービスセンターを優先的に追加することとした。二次避難所である小中学校を重要給水施設とすると、市内全域を耐震化することとなり、それは現実的でないことから、今回は市民サービスセンターを優先的に位置付けたものである。
（齋藤委員）
市民向け説明資料においては、「地域の拠点となる市民サービスセンターを優先的に」と表現すると理解が進むのではないか。
（茂木局長）
表現については、頂いた意見を参考にしたい。
（田中会長）
表現については、参考にしていただきたい。なお、管路更新率については、現在の表現が分かりやすいのではないかと感じる。
（稲田副会長）
管路更新率を０．１％引き上げるために、事業費が何億円必要であるか記載すると分かりやすいのではないか。

３　経営戦略について
（齋藤委員）
経営戦略の策定については、業者に委託しているのか。
（事務局）
将来的な水道事業の認可変更まで見据えた施設再編計画やアセットマネジメント計画の策定と併せて経営戦略の作成を業者に委託している。
（田中会長）
委託と言っても、丸投げするという意味ではなく、システムやシミュレーションをメインに委託するイメージだと思うがいかがか。
（茂木局長）
そのとおりである。水道事業は、国土交通大臣の認可事業であり、事業内容が変更になる場合、認可変更という非常に煩雑な手続きが必要となる。具体的には、水源状況、事業計画等網羅的にデータを整理作成し、国に提出するため、必要となる事業スケジュールや概算事業費の算出等を専門のコンサルティング会社に委託する中で、多くの部分で経営戦略と密接に関連しているという性質上、併せて経営戦略の策定についても委託に含めているという状況である。あくまで、主導は、水道局で、根拠データの作成や資料の見せ方等を委託業者と協議しながら進めるというイメージである。
（齋藤委員）
あくまで、策定作業の主体は、水道局であり、将来のシミュレーションや分析、資料の表現等の専門的な部分を業者に委託しているということが、理解できたので、安心した。
（林委員）
昨今の気候変動が水道事業等に影響を与える可能性はあるか。
（茂木局長）
本市においては、気候変動の影響を受けにくい地下水の割合が約４０％あることから、直近の気候変動により影響を受ける可能性は低いと考えている。一方、他市町村では、雪解けの湧き水が枯れて、渇水になるといった影響も出てきていると聞いている。また長期的な視点で見ると、水源が悪化する傾向はあるので汲上量を調整するなどの配慮は行っている。
（岩上委員）
県央水道が渇水や事故になった場合、どの程度地下水でバックアップすることができるか。
（茂木局長）
仮に県からの受水が全て止まってしまうと、地下水で１００％バックアップすることは難しく、取水制限を実施する可能性はある。
（林委員）
財政計画策定の都度、水道料金や下水道使用料を値上げすると家計にも限界がある。水道料金等の改定率については、家計への影響を考慮しているか。
（事務局）
これまでの水道料金等の改定率については、家計への影響を考慮できていない。今後は、判断材料の一つとして検討したい。
（田中会長）
経費削減のため、市町村単位の水道事業等を広域化する動きも出てきている。
（茂木局長）
広域化については、国も積極的に発信している。県も他の市町村も将来的には、広域化が必要であると認識しているが現時点で具体的な動きがあるわけではない。

　事務局からの事務連絡
委員の改選を行ったうえで、次回の審議会は２月であることが伝えられた。

　委員任期が令和７年１０月末で終了することから、公営企業管理者及び各委員から挨拶が述べられた。

３　閉会
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